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資料３－３ 

 

その他の留意事項について 
 



【大阪府介護事業者課】 

大阪府介護テクノロジー導入状況（ニーズ）調査 

（事業所等のみなさまへ、回答のお願い） 

 

大阪府では、介護現場の人手不足が喫緊の課題となる中、介護従事者が介護テクノロジー

を活用して、業務の効率化や改善を進め、介護従事者の業務負担の軽減や職場定着を図り、

ひいては介護サービスの質の維持・向上につなげられるよう、「介護テクノロジー導入支援

事業」を実施しています。 

つきましては、府内の事業所等における介護テクノロジーの導入状況（ニーズ）等の実態

を把握するため、下記のとおりアンケートを実施いたします。 

本アンケートは、令和８年度以降の補助事業実施にあたり、重要な参考資料となりますの

で、何卒、御協力いただきますようお願いいたします。 

回答については、以下QRコード及びURLより、アンケートのご回答に御協力ください。 

 

【記】 

 

【QRコード】 

 

 

【アンケートURL】 

https://lgpos.task-

asp.net/cu/270008/ea/residents/procedures/apply/b1f51d6e-6e70-4cba-

b454-76af2a2d9e40/start 

 

 

【問い合わせ先】 

大阪府 福祉部高齢介護室介護事業者課 整備調整グループ 
介護テクノロジー導入支援事業 担当 

TEL：06-6944-7104（直通） 



    
⼤阪府では、介護⼈材の確保が喫緊の課題となる中、介護サービス事業者等が介護ロボットやＩＣＴ機器等の介護テ

クノロジーの導⼊や定着に向けた補助を通じて、介護現場の⽣産性向上による職場環境の改善を図ることを⽬的として、介
護テクノロジー導⼊⽀援事業補助⾦を交付します。 
（※令和７年度より、介護ロボット導⼊⽀援事業と ICT 導⼊⽀援事業が⼀本化され、「介護テクノロジー導⼊⽀援事業」となりました。） 
 

＜⽀援内容（予定）＞ 

■補 助 総 額︓ 1,380,425千円 

■補 助 対 象 者︓ 介護保険法に基づくサービスを提供する⼤阪府内のサービス事業所 

                ⽼⼈福祉法に基づく⼤阪府内の養護⽼⼈ホーム及び軽費⽼⼈ホーム 

■補 助 割 合︓ 導⼊費の 3/4  

■補 助 内 容︓ 以下（1）〜（3）                

（１）介護テクノロジーの導⼊⽀援 

ア 経済産業省と厚⽣労働省が定める「介護テクノロジー利⽤の重点分野」に該当する機器等 

   【1台あたり上限額 30万円】 ※移乗⽀援（装着型・⾮装着型）、⼊浴⽀援に該当する機器は 100万円 

介護業務⽀援に該当する介護ソフトは最⼤ 250万円（職員数により変動） 

 

 

 

 

 
（上記機器の導⼊に付帯して必要となるWi-Fi環境整備、スマホ、タブレットにかかる経費も対象） 

イ その他、介護サービスの質の向上につながると⼤阪府知事が判断した機器等 【１台あたり上限額 100万円】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）介護テクノロジーのパッケージ型導⼊⽀援 【合計の上限額 1,000万円】 

（１）のうち、 「介護業務⽀援」に該当するテクノロジー（介護ソフト等）と、そのテクノロジーと連動することで効果が⾼
まると判断できるテクノロジーの導⼊⽀援（Wi-Fi環境整備、スマホ、タブレットにかかる経費も対象） 
※介護業務⽀援に該当するテクノロジーと、それと連動することで効果が⾼まると判断できるテクノロジーを導⼊する場合は、（１）ではなく、（２）へのエントリーとなります。 

 

 

 

 

（３）導⼊⽀援と⼀体的に⾏う業務改善⽀援 【上限額 45万円】 

本事業の介護テクノロジーの導⼊に際して、⽣産性向上に係る知識・経験を有する第三者から業務改善等を受ける費⽤の⽀援 

■補 助 要 件︓  

① 令和７年度介護テクノロジー活⽤⽀援セミナーの受講 

(セミナー⽇時︓令和７年５⽉ 14⽇（⽔曜⽇）13時 00分から 15時 30分) 

② 令和７年度中にケアプランデータ連携システムの利⽤開始すること（居宅介護⽀援・居宅サービスに限る） 

■事前エントリー期間︓ 令和７年５⽉中旬以降︓これまでの介護テクノロジーの導⼊状況や、伴⾛⽀援研修等の申込状況 

に応じた選定（エントリーが予算を超過した場合、抽選） 

■参考サイト URL等︓ 
 
 
 
 
 

     
 【問合せ先】 ⼤阪府福祉部⾼齢介護室 介護事業者課 整備調整グループ 06-6944-7104（直通）  

 

ケアプランデータ連携システム 
 

令和７年度⼤阪府介護テクノロジー導⼊⽀援事業 
R７.４.18 

時点 

従来からの分野 移乗⽀援（装着、⾮装着）、移動⽀援（屋外、屋内、装着）、排泄⽀援（排泄予測・検
知、排泄物処理、動作⽀援）、⼊浴⽀援、⾒守り・コミュニケーション（⾒守り（施設）・⾒守り（在宅）、 
コミュニケーション）、介護業務⽀援（介護ソフト等） 
新分野 機能訓練⽀援、⾷事・栄養管理⽀援、認知症⽣活⽀援・認知症ケア⽀援 
・移乗や移動を⽀援する機器であり重点分野に該当しない機器（床⾛⾏式リフト等） 

・介護施設等における調理⽀援などの職員の負担を軽減する機器（⼀括で調理⽀援を⾏う機器、加熱・ 

冷蔵機能等を備えた配膳⾞や配膳ロボット等） 

・⽣産性向上に資する福祉⽤具（例えば訪問介護事業所で使⽤するスライディングボード等） 

・職員間の情報共有や職員の移動負担の軽減など効果的・効率的なコミュニケーションを図るための機器 

（インカム等） 

・バックオフィスソフト（電⼦サインシステム、給与、勤怠管理等） 

・バイタル測定が可能なウェアラブル端末 等 
介護ソフト＋「⾒守り・コミュニケーション」に該当する機器 

「介護業務⽀援」に該当する複数の機器 

介護記録ソフト＋介護請求ソフト 等 
介護テクノロジー導⼊⽀援事業HP 
【事前エントリーや、交付申請 
に関してはこちらから】 

福祉⽤具情報システム（TAIS） 
【上記（1）アについては、TAIS 
で「介護テクノロジーのカテゴリ」 
に掲載されるものは補助対象】 







介護職員による喀痰吸引等を実施する際の注意事項 

令和７年３月 

 

 

社会福祉士及び介護福祉士法に基づき、介護職員による特定行為（以下、喀痰吸引等）

を実施する場合には、利用者の安全のため、次の点に注意し、適切に実施してください。 

 

 

１．介護職員に認められる特定行為とは 

 

 

 

 

２．喀痰吸引等を実施できる介護職員 

 

 

※特別養護老人ホーム等における経過措置による認定者は、胃ろうによる経管栄養の

接続・注入はできませんのでご注意ください。 

 

 

これから認定証申請を予定している方への留意事項 

研修が修了しても、認定証の発行があるまでは行為はできません。 

 ※申請は余裕をもって行ってください。 

 

 

 

 

◎喀痰吸引（口腔内の吸引、鼻腔内の吸引、気管カニューレ内部の吸引） 

◎経管栄養（経鼻経管栄養、胃ろう又は腸ろうによる経管栄養） 

◎登録研修機関等において一定の研修を受け、都道府県による認定を受けた職員 

◎公益財団法人社会福祉振興・試験センターで喀痰吸引等の登録を行った

介護福祉士 



 

３．登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者） 

 

 
 

～よくある指摘事項～ 

 ・業務方法書に定めている委員会について実施できていない 

 ・業務方法書に定めている研修について実施できていない 

 ・必要な変更届出がされていない（従事者名簿や事業所住所など） 

 

喀痰吸引等の実施に当たっては、適正な業務運営がなされるよう、定期的

（年１回以上）に自主点検を行ってください。 

詳しくは大阪府のホームページを御覧ください。 

 

【注意喚起・自主点検（事業者ページ）】 

https://www.pref.osaka.lg.jp/o090100/koreishisetsu/tankyuin_futokutei/05jigy

oushatennkenn.html 

 

これから事業者登録を予定している事業者への留意事項 

事業者登録申請日当日の喀痰吸引は原則実施できません。 

※必要な体制書類等を準備し、余裕をもって申請してください。 

 

用語説明 

◎登録喀痰吸引等事業者 

介護福祉士が喀痰吸引等を行う事業者で、介護福祉士に対する実地研修が実施できる事業者 

◎登録特定行為従事者 

認定特定行為業務従事者（都道府県による認定を受けた介護職員）が喀痰吸引等を行う事業者 

 

 

◎喀痰吸引等行為を実施する場合は、事業者登録が必要です 

◎社会福祉士及び介護福祉士法に定められた要件に従って実施する必要があります 

【お問い合わせ窓口（高齢者福祉サービスに関するもの）】 

 

大阪府福祉部高齢介護室施設指導グループ 喀痰吸引等担当 

 

TEL:０６－６９４４－７２０３ 
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安 全 運 転 管 理 者 制 度 と は

事業者が主体的に交通安全の確保を図るための制度で、自動車の使用者（事業主など）

は、台数に応じて必要な安全運転管理者等を選任し、１５日以内に届出しなければなら

ない義務があります。（道路交通法第７４条の３第１項、第５項）

安 全 運 転 管 理 者 の 業 務

安 全 運 転 管 理 者 等 講 習

安全運転管理者は、事業所の運転者に対し、安全運転に必要な次の業務を行わなければ

なりません。また使用者（事業主など）は、安全運転管理者に、必要な権限を与えなけ

ればなりません。

使用者（事業主など）は、安全運転管理者等に、法定講習（6時間）を毎年受講させる

義務があります。（道路交通法第７４条の３第9項）

※講習は「公安委員会に届出をしている安全運転管理者」のみが受講できるものです。

届出警察署が指定する講習日の約1か月前に講習通知書が送付されます。指定講習日に

受講できない場合は、届出警察署交通課交通総務係へご相談ください。

講習手数料は、講習通知書とともに送付される納付用紙で、あらかじめ指定金融機関で

の払い込みが必要です。

○ 運転者の適性などの把握 ○ 運行計画の作成 ○ 交替運転者の配置

○ 異常気象時の措置 ○ 点呼と日常点検 ○ 運転前後の酒気帯びの有無の確認

○ 酒気帯びの有無の確認内容の記録と記録の保存（１年間）

○ 運転日誌の備え付け ○ 安全運転指導

安全運転管理者制度についてご存じですか

■ 届出･問合せ先

事業所の所在地を管轄する警察署の交通課

または大阪府警察本部交通総務課（06-6943-1234）

平日（休日を除く月曜日から金曜日まで）の午前9時から午後5時45分まで

安全運転管理者の選任数 副安全運転管理者の選任数

自動車の使用台数

乗車定員11人以上の

自動車の場合は1台

その他の自動車の場合は5台

※大型自動二輪車、普通自動二輪

車はそれぞれ0.5台計算

1人

20台以上40台未満 1人以上

40台以上60台未満 2人以上

60台以上80台未満 3人以上

80台以上100台未満 4人以上

以降、20台毎に1人を加算する

同じ法人であっても、部署の所在地ごとに、別の事業所として選任･届出が必要です。

また、同じ所在地にある部署であっても、使用者（事業主など）ごとに、別の事業所

として選任･届出が必要です。

安全運転管理者等を選任しなかった場合、選任義務違反として罰則（５０万円以下

の罰金）があり、法人等に対しても罰則（５０万円以下の罰金）があります。

大阪府警察本部交通総務課

※道路交通法施行規則の一部を改正する内閣府令により、令和５年１２月１日からアルコール検知器を

用いて酒気帯びの有無の確認を行うこと及びアルコール検知器を常に有効に保持することを適用するこ

ととされた。
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介護サービス利用者の体調急変時における救急要請時のお願い
～人生会議（ＡＣＰ）と救急搬送情報共有シートの整備について～

大阪府 健康医療部 保健医療室 保健医療企画課
大阪府 福祉部 高齢介護室 介護事業者課



予め確認しよう！いざとなった時のご本人・ご家族が望む対応を!!
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配置医師・かかりつけ医等に連絡

救急車を要請



だから今、

誰でも、いつでも、命にかかわる大きなけがや病気をする可能性があります。

自らが希望する医療やケアを受けるために大切にしていることや望んでいること、どこでどの
ような医療やケアを望むか自分自身で前もって考え、周囲の信頼できる人たちと話し合い、共有
しておくことを人生会議（ＡＣＰ：アドバンス・ケア・プランニング）といいます。

人生会議を重ねることであなたが自分の気持ちを話せなくなった「もしものとき」に、あなたの
心の声を伝えるかけがえのないものになり、あなたの大切な人の心のご負担を軽くするでしょう。

大阪府ホームページ：人生会議（ＡＣＰ）啓発資材を配布しています
⇒人生会議（ACP）啓発資材を配布しています／大阪府（おおさかふ）ホームページ [Osaka Prefectural Government]

（健康医療部保健医療室保健医療企画課在宅医療推進グループ）

【人生会議アニメーション動画】人生会議―より良く生きるために―



救急車を要請した場合でも･･･

利用者の救急搬送が必要となった場合に、病院や救急隊員から職員の付き添いの要請がされます。

事業所等においては、利用者が適切に医療処置を受けることができるよう、緊急搬送時に付き添いいただい
ている一方で、事業所等の人員体制等によっては、必ずしも付き添いできない場合があることも想定されます。

そのため、府健康医療部から、改めて救急搬送先となる医療機関に対して、救急搬送時に付き添いを求める
際には、事業所等の実情を踏まえて過度な負担を求めることがないよう配慮を求めました。

しかしながら、医療機関が付き添いを求める理由には、利用者の既往歴等の情報把握があります。

緊急時に事業所等・救急隊双方が、必要な対応が取れるよう、事業所等で利用者の既往歴等をまとめておき、
救急車を要請した場合でも、次ページの「別紙：情報共有シート」を救急隊員に情報提供し、スムーズな対応
が可能となるようご協力をお願いします。

利用者の体調急変に備え、日頃より、利用者の既往歴等を把握し、別紙をご参考におまとめください。

※なお、誤って救急要請した場合でも、ご本人や家族の希望に基づき、かかりつけ医の判断を仰いだ上で、
施設や在宅での看取りを行う取組が一部の地域では始まっています。
その場合も、施設利用者の情報の共有が重要となってきます。



別紙：情報共有シート（参考様式）

※この様式は、参考様式です。項目の追加等は自由です。



施設・在宅ケアにおける

カスタマーハラスメントの

防止について

一部の利用者やご家族等による介護職員・看護師等への身体的暴力や精神的暴力、

セクシャルハラスメントが少なからず発生しています。

このような行為を防止することは、介護職員・看護師等が安心して働くことがで

きる環境をつくるだけではなく、利用者の皆さまに、よりよいサービスを継続して

利用していただけることにもつながります。

ご理解とご協力をお願いします。

よりよい介護・看護サービスの提供のために



STOP!カスタマーハラスメント！

介護・看護サ―ビスの利用者やそのご家族の皆さまへのお願い

分類 例

身体的暴力
つねる、たたく、蹴る、ものを投げつける、つばを

吐く、手を払いのける

精神的暴力

大声を出す、怒鳴る、威圧的な態度で文句を

言う、特定の職員にいやがらせをする、無視する、

「この程度できて当然」と理不尽なサービスを要

求する

セクシュアル

ハラスメント

ヌード写真を見せる、卑猥な言動を繰り返す、

下半身を丸出しにする、抱きしめる、必要もなく

体をさわる

その他
特定の職員につきまとう、長時間の電話、利用

者や家族が事業所等に対して理不尽な苦情を

申し立てる

〇発行 大阪府 福祉部 高齢介護室 介護事業者課

健康医療部 保健医療室 保健医療企画課

〇監修（50音順）

大阪府医師会 大阪介護支援専門員協会 大阪介護福祉士会 大阪介護老人保健施設協会 大阪府看護協会

大阪府社会福祉協議会老人施設部会 大阪弁護士会 大阪府訪問看護ステーション協会

Ⓒ2014 大阪府もずやん

参照：「介護現場におけるハラスメント対策マニュアル」令和3年度厚生労働省補助事業

次のような行為は、介護職員・看護師等の心身に影響を及ぼすばかりでなく、

離職につながることもあり、利用者ご自身のサービスの提供にも支障をきたすことに

なりかねません。

状況によっては、介護・看護サービスの提供が終了となる場合があります。

介護職員・看護師等が安心して働くことができる環境づくりに、

ご理解とご協力をお願いします。

以下の言動は、「カスタマーハラスメント」ではなく別の問題として対応が必要です。
○認知症等の病気または障害の症状として現れた言動（BPSD※等）は、医療的なケアが必要です。

※BPSDとは、認知症の行動症状（暴力、暴言、徘徊、拒絶、不潔行為等）・心理状況（抑うつ、不安、幻覚、妄想、

睡眠障害等）のこと

※認知症等の病気または障害の症状として現れた言動や行動（BPSD等）については、より良いケアにつながる

よう、介護サービス事業所や介護施設がケアマネジャー、主治医等医療機関と相談して対応していきます。

○利用料金の滞納は、債務不履行の問題となります。


